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諮問庁：法務大臣 

諮問日：令和５年５月２５日（令和５年（行情）諮問第４２４号） 

答申日：令和６年５月８日（令和６年度（行情）答申第５４号） 

事件名：特定記事に記載の訴訟に係る文書の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の２に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき，その

一部を不開示とした決定については，別表２に掲げる部分を開示すべきで

ある。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和４年１２月２日付け法務省訟民第

５６９号により法務大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行

った一部開示決定（以下「原処分」という。）を取り消すとの裁決を求め

る。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書による

と，おおむね以下のとおりである。 

 （１）審査請求書 

決定通知書第２項記載の各不開示部分はいずれも，法５条各号に規定

される不開示情報に該当しないと考える。 

 （２）意見書（図及び資料は省略する。） 

    令和５年（行情）諮問第４２４号に関する諮問庁の理由説明書は，審

査請求人の主張を何ら左右するものではない。 

上記を前提として審査請求書に記載の主張を以下の通り補足する。 

   ア 処分庁は令和４年１２月２日付法務省訟民第５６９号行政文書開示

決定通知書により，同決定通知書第１項記載の行政文書を一部開示

した。このとき開示された行政文書には，図１のページが含まれて

いた。 

イ 図１は，特定都道府県警察本部刑事部刑事総務課の特定職員Ａ名義

の陳述書の第１ページである。 

ウ 資料１は特定新聞社が運営する新聞記事データベースサービス「○

○」に掲載されている記事であり，特定年月日Ａ付の特定新聞に「人

事：県警豪雨受け災害対策室国際テロ対応も強化へ／○○」と題する
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記事が掲載されたことが分かる。同記事は特定都道府県警察本部の人

事異動に関するものであり，特定職員Ａが特定年Ａの○月又は○月に，

特定役職Ａから特定役職Ｂに異動したこと，及び当時の同氏の階級が

警視であったことが記載されている。 

エ 資料２は特定新聞社が運営する新聞記事データベースサービス「○

○」に掲載されている記事であり，特定年月日Ｂ付の特定新聞に「人

事：県警刑事部長に特定職員Ｂ交通部長は特定職員Ｃ／○○」と題す

る記事が掲載されたことが分かる。同記事は特定都道府県警察本部の

人事異動に関するものであり，特定職員Ａが特定年Ｂの○月に，特定

役職Ｂから特定役職Ｃに異動したこと，及び当時の同氏の階級が警視

であったことが記載されている。 

オ 資料１及び資料２の記事はいずれも特定都道府県警察本部の人事異

動について，異動者の姓名及び異動前と異動後の役職を詳細に記載し

ているものであること，及び記事中に「県警は（中略）人事異動を発

表した」との記載があることからすれば，上記ウ及びエに記載した特

定職員Ａに関する情報は法５条第一号イに該当するほか，その性質上

同号ハにも該当する。よって，上記ウ及びエに記載した特定職員Ａに

関する情報は法５条第一号に該当する不開示情報ではない。 

カ また，上記ウ及びエに記載した特定職員Ａに関する情報は，上記ウ

及びエに記載の通り既に公になっているのであり，さらに公表慣行に

あることも窺われるから，同法５条第四号にもあたらない。 

キ また，上記ウ及びエに記載した特定職員Ａに関する情報は，法５条

の第一号及び第四号を除いた各号のいずれにも該当しない。 

ク 上記オからキに記載した通り，上記ウ及びエに記載した特定職員Ａ

に関する情報は法５条各号のいずれにも該当しない。よって，上記ウ

及びエに記載した特定職員Ａに関する情報と同内容の情報が，図１中

の不開示部分に含まれているのであれば，その部分は開示されるべき

である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 原処分について 

（１）本件開示請求の内容について 

本件開示請求は，審査請求人である開示請求者が，処分庁に対し，令

和３年９月３０日付け行政文書開示請求書（同年１０月４日受付第４９

８号）をもって，別紙の１記載の文書（以下「本件請求文書」とい

う。）について開示請求をしたものである。 

（２）本件開示決定の経緯について 

処分庁は，本件開示請求に対し，第一審が特定地方裁判所（特定事件

番号Ａ）に，第二審が特定高等裁判所（特定事件番号Ｂ）に係属してい
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た国を当事者とする損害賠償請求事件に関する事件記録のうち，本件開

示請求書の文言に該当する行政文書を特定し，相当の部分として令和３

年１１月２５日付け法務省訟民第５５３号をもって，法９条１項の規定

に基づき，上記行政文書の一部を開示する決定を行い，残りの部分とし

て令和４年１２月２日付け法務省訟民第５６９号をもって，上記行政文

書の一部を開示する決定（原処分）を行ったところ，本審査請求は原処

分に対してされたものである。 

なお，本件開示請求は，法１１条の規定に基づく延長手続を行ってい

る。 

２ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，原処分における全ての不開示部分（以下「本件各不開示

部分」という。）について，何ら具体的な理由を示すことなく，法５条各

号に規定される不開示情報に該当しないとして原処分の取消しを求めてい

る。 

３ 本件各不開示部分に係る本件開示決定の妥当性について 

（１）本件各不開示部分に記載されている情報について 

本件各不開示部分には以下の情報が記載されている。 

ア 一審原告等の個人の氏名，経歴，収入及び刑事事件番号，被害者の

住所及びその周辺の店名，個人の身体的特徴及び日記等の内容，非常

勤職員の氏名及び印影，新聞社名等 

イ 公にされていない訴訟代理人事務所のＦＡＸ番号，訴訟代理人の印

影，弁護団の収支明細等 

ウ 一部の指定代理人や刑事事件の担当警察官及び担当検察官の氏名並

びに特定都道府県警察管理の倉庫の場所等に関する情報 

エ 一般に公開されていない行政機関等の内線番号，電話番号及びファ

ックス番号に関する情報 

（２）不開示情報該当性について 

ア 上記（１）アについて 

個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができるも

の（他の情報と照合することにより，特定の個人を識別することが

できることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することは

できないが，公にすることにより，なお個人の権利利益を害するお

それがあるものであるため，法５条１号本文に該当し，また，同号

ただし書きイないしハのいずれかに該当する事情も認められない。 

イ 上記（１）イについて 

法人その他の団体に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関

する情報であって，公にすることにより，当該法人等又は当該事業

を営む個人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ
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があるものであるため，法５条２号イに該当する。 

ウ 上記（１）ウについて 

公にすることにより，不当な要求や攻撃等がされるおそれが高まり，

ひいては公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがある情報

であるため，法５条４号に該当する。 

エ 上記（１）エについて 

いずれも公開されていない国の機関が行う事務に関する情報であっ

て，公にすることにより，国の事務の適正な遂行に支障を及ぼすお

それがあるものであるため，法５条６号柱書きに該当する。 

４ 結論 

以上のとおり，本件各不開示部分は，法５条１号，同条２号イ，同条４

号又は同条６号柱書きにそれぞれ該当することから，本件各不開示部分を

不開示とした原処分は相当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 令和５年５月２５日    諮問の受理 

   ② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年６月９日       審議 

   ④ 同月３０日        審査請求人から意見書及び資料を収受 

   ⑤ 令和６年３月１５日    本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年４月２６日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

法１１条の規定を適用した上，残りの部分として，本件対象文書につき，

その一部を法５条１号，２号イ，４号及び６号柱書きに該当するとして，

不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分の取消しを求めているところ，諮問

庁は，原処分は相当であるとしていることから，以下，本件対象文書の見

分結果を踏まえ，本件各不開示部分（不開示部分並びに不開示理由及び根

拠条文は，別表１に掲げるとおりである。）の不開示情報該当性について

検討する。 

２ 本件各不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）別表１の番号１に掲げる不開示部分について 

当審査会において，本件対象文書を見分したところ，標記不開示部分

には，国を当事者とする特定事件番号Ａ及び特定事件番号Ｂの損害賠償

請求事件（以下「本件事件」という。）の原告及び本件事件に関連する

刑事事件（以下「本件刑事事件」という。）の被告人の氏名，住所，年
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齢，生年月日，出身地，出身学校，家族関係，勤務先（収容先矯正施設

名等を含む。），印影，身体的特徴，日記・メモの内容，収入に係る情

報，行動や生活状況に係る情報，犯歴に係る情報等のほか，本件刑事事

件の被害者その他関係者（特定都道府県の職員を含む。）の氏名，住所

（現場見取図，周辺地図及び写真を含む。），年齢，勤務先，役職，印

影，電話番号（職業別電話番号帳の写しを含む。），ファックス番号，

別件の民事及び刑事の事件番号並びに新聞社名及び報道記事の内容の一

部等が記載されていると認められる。 

ア 別表２の番号１に掲げる部分 

     標記不開示部分は，本件事件の原告の趣味嗜好に係る記載並びに本

件刑事事件の被告人等の事件前後の行動や生活状況に関する情報と

しての特定の地名や場所に係る記載であると認められるところ，こ

れらはいずれも一般的な記載であって，本件事件及び本件刑事事件

の関係者に係る個人に関する情報であって，特定の個人を識別する

ことができるもの又は特定の個人を識別することはできないが，公

にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの

であるとは認められない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当せず，開示すべきであ

る。 

イ 新聞社名及び報道記事の内容の一部 

（ア）標記不開示部分は，本件刑事事件に係る報道記事を掲載した複数

の新聞社名及びその報道記事の内容の一部であると認められるとこ

ろ，当該部分は，各社が行った報道年月日の記事ごとに一体として，

本件事件及び本件刑事事件の関係者に係る法５条１号本文前段の個

人に関する情報であって，特定の個人を識別することができるもの

に該当すると認められる。 

（イ）次に，法５条１号ただし書該当性について検討する。 

報道は，飽くまでも各報道機関がその取材に基づき独自に行うも

のであり，新聞を通じて報道されたことをもって，当該報道記事の

記載内容に係る情報が，法令の規定により又は慣行として公にされ，

又は公にすることが予定されている情報であるとはいえない。 

   そうすると，標記不開示部分は，同号ただし書イに該当せず，同

号ただし書ロ及びハに該当する事情も認められない。 

（ウ）さらに，当該部分は，個人識別部分に該当することから，法６条

２項による部分開示の余地はない。 

（エ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示としたこ

とは妥当である。 

ウ 特定都道府県の職員の氏名 
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（ア）標記不開示部分は，本件事件の共同被告である特定都道府県の指

定代理人となった当該都道府県職員の氏名及び丙第３号証（文書７

５）に記載された当該都道府県警察職員の氏名であると認められ，

法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定の個人を識

別することができるものに該当すると認められる。 

（イ）次に，法５条１号ただし書該当性について検討する。 

   当審査会事務局職員をして，当該都道府県職員の氏名を公にする

慣行の有無について諮問庁に確認させたところ，諮問庁から，同都

道府県の指定代理人として氏名が記載されている職員についても，

同都道府県警察職員であり，当該都道府県警察においては，警部以

上の階級の職員氏名について公表しているが，警部補級以下の職員

の氏名については公表しておらず，慣行としても公になっていない

ところ，標記不開示部分に記載のある同警察職員は，文書作成当時，

公表慣行のない警部補級以下の者である旨の説明があった。 

諮問庁の上記説明を踏まえ検討するに，標記不開示部分について，

これを公にする慣行があると認めるべき事情は存しないことから，

法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当す

る事情も認められない。 

（ウ）さらに，当該部分は，個人識別部分であるから，法６条２項によ

る部分開示の余地はない。 

（エ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示としたこ

とは妥当である。 

エ その余の部分 

（ア）標記不開示部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する

情報であって，特定の個人を識別できるものに該当すると認められ

る。 

（イ）次に，法５条１号ただし書該当性について検討する。 

  ａ 民事訴訟事件の訴訟記録に係る閲覧制度は，裁判の公正と司法

権に対する国民の信頼を確保するなどの基本的な理念に基づき，

特定の受訴裁判所の具体的判断の下に実施されているもので，そ

の手続及び目的の限度において訴訟関係者のプライバシーが開披

されることがあるとしても，このことをもって，訴訟記録に記載

された情報が，情報公開手続において，直ちに一般的に公表する

ことが許されているものと解することはできない。 

他方，最高裁判所のウェブサイトに現に掲載されている情報に

ついては，その掲載の趣旨・目的や個人情報に対する配慮の状

況等が情報公開制度と共通するものである限り，当該情報には

公表慣行があると解すべきである。 
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ｂ 当審査会事務局職員をして最高裁判所のウェブサイトに登載さ

れた判例検索システムを確認させたところ，本件対象文書の開示

部分に記載された本件事件の事件番号のうち，特定事件番号Ａに

対応する第一審判決書及び特定事件番号Ｂに対応する第二審判決

書が，同ウェブサイトに掲載されている事実が認められる。 

上記判例検索システムは，掲載されている判決書の内容を誰で

も容易に検索・閲覧することを可能にするためのもので，その

検索の結果得られた上記第一審及び第二審の判決書においては，

訴訟当事者等の氏名が記載されていないなど，個人情報に一定

の配慮がされており，かかる状況に照らせば，当該ウェブサイ

トにおける上記第一審及び第二審の判決書の掲載については，

情報公開制度と基本的に共通の趣旨・目的の下に情報を掲載し，

個人情報に対する配慮もされているものと認められる。 

     ｃ 標記不開示部分のうち，特定の地域名，本件刑事事件の関係者

のうち，一部の者の役職並びに被害者の住所及び被告人の収入

に係る記載の一部については，上記第二審判決書に記載されて

おり，上記ａ及びｂに述べたところに照らして公表慣行がある

と認められるから，法５条１号ただし書イに該当すると認めら

れるので，同号に該当せず，開示すべきである（別表２の番号

２に掲げる部分）。 

       他方，標記不開示部分のうち，別表２の番号２に掲げる部分を

除いた部分は，法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし

書ロ及びハに該当する事情も認められない。 

（ウ）さらに，別表２の番号２に掲げる部分を除く部分について，法６

条２項による部分開示の可否について検討するに，個人識別部分で

ある本件事件に係る各事件番号が原処分において既に開示されてい

ることから，部分開示の余地はない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示としたこ

とは妥当である。 

（２）別表１の番号２に掲げる不開示部分について 

当審査会において，本件対象文書を見分したところ，標記不開示部分

には，本件事件の訴訟代理人の印影，本件刑事事件の弁護団の収支明細

等，法人及び事業を営む個人（以下「法人等」という。）の名称，住所

並びに抗告許可申立理由書（文書１９５）等の欄外に記載された弁護士

事務所名及びファックス番号が記載されていると認められる。 

ア 訴訟代理人の印影 

標記不開示部分は，各書面等が，作成者である弁護士の真意に基づ

いて作成された真正な文書であることを示す機能を有しており，こ
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れを公にすると，偽造等によって当該弁護士の権利，競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法５条２号イに該当し，不開示とした 

ことは妥当である。 

イ 本件刑事事件の弁護団の収支明細等 

（ア）標記不開示部分は，本件事件の原告側が提出した証拠資料（文書

２８６ないし文書２９３）に記載された本件事件の弁護団の実費収

支明細，預金通帳の写し，預金口座番号等であると認められるとこ

ろ，当該部分を不開示とした理由について，諮問庁は，上記第３の

３（２）イのとおり説明し，当審査会事務局職員をして確認させた

ところ，おおむね以下のとおり補足して説明する。 

標記不開示部分には，本件事件の弁護団が，本件事件に費やした

経費の明細等，当該弁護団の経営方針，経営実態に関する情報が具

体的かつ詳細に記載されている。また，当該弁護団の預金口座番号

等については，公開されていない情報である。当該部分を公にする

ことにより，当該弁護団並びに関係する弁護士及び弁護士事務所の

権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある。 
（イ）これを検討するに，上記（ア）の諮問庁の説明を否定することは

できず，当該部分は，公にすることにより，当該弁護団等の権利，

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法５条２号イに該当し，不開示とした

ことは妥当である。 

   ウ 法人等（下記エの弁護士事務所を除く。）の名称及び住所 

（ア）標記に該当する部分及び当該部分を不開示とした理由について，

当審査会事務局職員をして確認させたところ，諮問庁は，標記に該

当する部分は，文書送付嘱託申立書（４）（文書１０２）等に記載

された複数の法人等の名称及び住所であるとした上で，本件対象文

書には，本件刑事事件に係る被告人の行動，被害者の状況等が詳細

かつ具体的に記載されているところ，標記不開示部分に記載された

法人等の名称等を公にすることにより，当該法人等が本件刑事事件

に関係するかのような印象を与え得ることに加え，本件事件が社会

的耳目を集める事案であることを踏まえると，種々の憶測や風評を

招き得る結果，当該法人等の権利，競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれがある旨補足して説明する。 

（イ）当審査会において，本件対象文書を見分したところ，本件対象文

書のうち，上記文書送付嘱託申立書等に記載された複数の法人等の

名称及び住所が，不開示とされているものと認められる。 

これを検討するに，上記（ア）の諮問庁の説明を否定することは
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できず，標記不開示部分は，公にすることにより，当該部分に名称

等が記載されている法人等の権利，競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法５条２号イに該当し，不開示とした

ことは妥当である。 

エ 弁護士事務所名及びファックス番号 

（ア）標記部分を不開示とした理由について，当審査会事務局職員をし

て確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり補足して説

明する。 

ａ 標記不開示部分のうち，抗告許可申立理由書（文書１９５）に

おける弁護士事務所名及びファックス番号は，同理由書の資料と

して添付された別件の訴訟資料の欄外に記載されている弁護士事

務所に係る情報であるところ，弁護士事務所が，いかなる個別事

案に関与しているかという情報は，事業を営む当該事務所に関す

る情報であって，公にすることにより，当該弁護士事務所の権利，

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある。 

ｂ その他不開示とされている弁護士事務所のファックス番号につ

いては，日本弁護士連合会が運用する弁護士情報検索システム

（以下「日弁連検索システム」という。）及び弁護士自身のウェ

ブサイト（弁護士が所属する事務所のウェブサイトを含む。）の

いずれにも掲載されていない情報であり，これを公にすると，業

務に支障が生じるなど当該弁護士の正当な権利・利益を害するお

それがある。 

（イ）当審査会において，本件対象文書を見分したところ，標記不開示

部分のうち，文書１９５における部分については，諮問庁の説明の

とおりであると認められる。また，当審査会事務局職員をして日弁

連検索システム及び各弁護士事務所のウェブサイトを確認させたと

ころ，標記不開示部分に係るファックス番号は，いずれにも掲載さ

れていないものと認められる。 

これを踏まえ検討するに，上記（ア）の諮問庁の説明を否定する

ことはできず，当該部分は，公にすることにより，当該弁護士事務

所の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると

認められる。 

したがって，当該部分は，法５条２号イに該当し，不開示とした

ことは妥当である。 

（３）別表１の番号３に掲げる不開示部分について 

当審査会において，本件対象文書を見分したところ，標記不開示部分

には，本件事件の国指定代理人のうち，一部の者の氏名，印影，経歴，
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本件刑事事件を担当した警察官及び検察官の氏名，印影，経歴等，特定

都道府県警察管理の倉庫の名称，住所，設計図及び見取図，写真その他

当該倉庫に係る情報が記載されていると認められる。 

ア 一部の国指定代理人の氏名等 

（ア）標記部分を不開示とした理由について，諮問庁は，上記第３の３

（２）ウのとおり説明し，当審査会事務局職員をして確認させたと

ころ，おおむね以下のとおり補足して説明する。 

標記不開示部分に含まれる一部の指定代理人は，特定地方検察庁

の検察官又は検察事務官に係る情報であるところ，当該職員の氏名

は，独立行政法人国立印刷局編「職員録」（以下「職員録」とい

う。）に掲載されているものの，その具体的な担当職務等は記載さ

れていない。また，当然のことながら，当該職員が，今後の人事異

動によって，犯罪の捜査，公判又は刑の執行等に携わる可能性は十

分に考えられる。以上を前提とした上で，仮に，当該職員の氏名等

を公にした場合，当該職員が当該国賠事件の担当者であることが明

らかとなり，今後，当該職員が犯罪の捜査，公判等の事務に従事し

た場合等において，当該職員が当該国賠事件の担当であったことに

対して不満を持った者から，当該職員に対して直接又は電話等によ

りその事務の妨害を受け，当該職員が内偵捜査や所在捜査等の秘匿

性の高い業務に従事するに当たって，その情報収集が困難になるお

それがある。 

（イ）これを検討するに，当審査会事務局職員をして特定年版の職員録

を確認させたところ，諮問庁の上記説明に符合する内容であり，そ

うすると，標記不開示部分に係る諮問庁の上記（ア）の説明は，否

定することまではできない。 

したがって，当該部分は，公にすることにより，捜査，公訴の維

持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつき

相当の理由がある情報であると認められ，法５条４号に該当し，不

開示としたことは妥当である。 

   イ 本件刑事事件の担当警察官及び担当検察官の氏名等 

（ア）標記部分を不開示とした理由について，諮問庁は，上記第３の３

（２）ウのとおり説明し，当審査会事務局職員をして確認させたと

ころ，おおむね以下のとおり補足して説明する。 

特定の事件を担当した検察官及び警察官の氏名等を明らかにすれ

ば，当該事件の処理等に不満を持つ者などから，担当した検察官等

に対し，直接又は電話等により不当な干渉がなされるなどして，同

検察官等が行う他の事件の捜査や公判活動に支障を及ぼすおそれが

あるとともに，特定事件について，どのような体制で捜査・公判に
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対応しているかが明らかとなり，今後の同種事例の捜査・公判体制

が推測されることとなりかねない。 

（イ）これを検討するに，特定の事件を担当した検察官及び警察官の氏

名等を明らかにすることは，当該事件の処理等に不満を持つ者など

から，担当した検察官等に対し，直接又は電話等により不当な干渉

がなされるなどして，同検察官等が行う他の事件の捜査や公判活動

に支障を及ぼすおそれがある旨の上記（ア）の諮問庁の説明は，不

自然，不合理とはいえない。 

そうすると，当該部分は，上記ア（イ）と同様に，法５条４号に

該当し，不開示としたことは妥当である。 

ウ 特定都道府県警察管理の倉庫に係る情報 

（ア）標記部分を不開示とした理由について，諮問庁は，上記第３の３

（２）ウのとおり説明し，当審査会事務局職員をして確認させたと

ころ，当該情報は，特定都道府県警察が管理する現存する倉庫の名

称，所在地等に係る一般に公開されていない情報であり，標記不開

示部分を公にすることにより，捜査関係書類など，当該倉庫に保管

されている財産等への不法な侵害，当該倉庫への不法な侵入や破壊

行為といった犯罪行為を招くおそれがある旨補足して説明する。 

（イ）これを検討するに，当該部分を公にすることにより，当該倉庫に

保管されている財産等への不法な侵害，当該倉庫への不法な侵入や

破壊行為といった犯罪行為を招くおそれがある旨の上記（ア）の諮

問庁の説明は，首肯できる。 

そうすると，当該部分は，上記ア（イ）と同様に，法５条４号に

該当し，不開示としたことは妥当である。 

（４）別表１の番号４に掲げる不開示部分について 

ア 標記不開示部分は，控訴状（文書６）等に記載された特定法務局訟

務部の電話番号及びファックス番号並びに受付票（文書１８８）に記

載された特定地方裁判所の電話番号一覧であると認められる。 

イ 当該部分を不開示とした理由について，諮問庁は，上記第３の３

（２）エのとおり，いずれも公開されていない情報であると説明し，

当審査会事務局職員をして確認させたところ，当該部分を明らかにす

ると，いたずらや偽計に使用されることにより，国の機関が必要とす

る緊急の連絡や外部との連絡に支障を来すおそれがあり，事務の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがある旨補足して説明する。 

ウ これを検討するに，上記諮問庁の説明を覆すに足りる理由はなく，

当該部分は，国の機関が行う事務に関する情報であって，公にするこ

とにより，国の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもので

あると認められる。 
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したがって，当該部分は，法５条６号柱書きに該当し，不開示とし

たことは妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張 

  審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号，２号イ，

４号及び６号柱書きに該当するとして不開示とした決定については，別表

２に掲げる部分を除く部分は，同条１号，２号イ，４号及び６号柱書きに

該当すると認められるので，不開示としたことは妥当であるが，別表２に

掲げる部分は，同条１号に該当せず，開示すべきであると判断した。 

（第１部会） 

 委員 合田悦三，委員 木村琢麿，委員 中村真由美 
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別紙 

 

１ 本件請求文書 

令和３年９月３０日付け行政文書開示請求書（同年１０月４日受付第４９

８号）別紙記載の国を当事者とする損害賠償請求事件（上級審を含む。）に

関する，（１）国が裁判所から受領した文書すべて，（２）国が裁判所に提

出した文書すべて，（３）国が当該訴訟の原告から受領した文書すべて，

（４）国が当該訴訟の原告に渡した文書すべて，（５）国が当該訴訟の相被

告から受領した文書すべて，（６）国が当該訴訟の相被告に渡した文書すべ

てに該当する文書（ただし，令和３年１１月２５日付け法務省訟民第５５３

号行政文書開示決定通知書の記１に記載の行政文書を除く。） 

 

２ 本件対象文書（なお，文書１０４及び１０５の差替日については，諮問庁

の補足説明による。） 

文書１ 附帯控訴状 

文書２ 附帯控訴理由書 

文書３ 控訴人特定都道府県に対する答弁書 

文書４ 控訴人国に対する答弁書 

文書５ 控訴人国に対する答弁書訂正書 

文書６ 控訴状 

文書７ 控訴理由書 

文書８ 第１準備書面 

文書９ 附帯控訴に対する答弁書 

文書１０ 相被告県：控訴状 

文書１１ 相被告県：控訴理由書 

文書１２ 意見陳述書 

文書１３ 指定書（令和元年７月１９日） 

文書１４ 証拠申出書（平成２７年９月４日） 

文書１５ 証拠申出書（平成２９年１１月２０日） 

文書１６ 証拠説明書（１）（甲Ａ１～１５） 

文書１７ 証拠説明書（甲Ｂ１～１３の２） 

文書１８ 証拠説明書（甲Ｂ１４～１７） 

文書１９ 証拠説明書（甲Ｂ１８～４９） 

文書２０ 証拠説明書（甲Ｂ５０の１～５０の１２） 

文書２１ 証拠説明書（甲Ｂ５１～５４） 

文書２２ 証拠説明書（甲Ｂ５５～５８） 

文書２３ 証拠説明書（甲Ｂ５９～６２） 

文書２４ 証拠説明書（甲Ｂ６３～７６） 
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文書２５ 証拠説明書（甲Ｂ７７） 

文書２６ 証拠説明書（甲Ｂ７８，７９） 

文書２７ 証拠説明書（甲Ｂ８０） 

文書２８ 証拠説明書（甲Ｂ８１） 

文書２９ 証拠説明書（甲Ｂ８２） 

文書３０ 証拠説明書（甲Ｃ１～Ｃ７３） 

文書３１ 証拠説明書（甲Ｃ７４～７７） 

文書３２ 証拠説明書（甲Ｃ７８の１ないし６） 

文書３３ 相被告県：証拠説明書（丙１～８） 

文書３４ 相被告県：証拠説明書（丙９，１０） 

文書３５ 相被告県：証拠説明書（丙１１） 

文書３６ 相被告県：証拠説明書（丙１２，１３） 

文書３７ 証拠説明書（乙１～５３） 

文書３８ 証拠説明書（２） 

文書３９ 証拠説明書（３） 

文書４０ 証拠説明書（４） 

文書４１ 証拠説明書（５） 

文書４２ 証拠説明書（６） 

文書４３ 証拠説明書（乙Ａ１～６） 

文書４４ 証拠説明書（乙Ａ７） 

文書４５ 相被告県：答弁書 

文書４６ 相被告県：準備書面（１） 

文書４７ 相被告県：意見書 

文書４８ 相被告県：準備書面（２） 

文書４９ 相被告県：準備書面（３） 

文書５０ 相被告県：準備書面（４） 

文書５１ 相被告県：送付嘱託意見書 

文書５２ 相被告県：準備書面（５） 

文書５３ 相被告県：準備書面（６） 

文書５４ 相被告県：準備書面（７） 

文書５５ 相被告県：準備書面（８） 

文書５６ 相被告県：準備書面（９） 

文書５７ 相被告県：準備書面（１０） 

文書５８ 相被告県：準備書面（１１） 

文書５９ 相被告県：準備書面（１２） 

文書６０ 相被告県：準備書面（１３） 

文書６１ 相被告県：準備書面（１３）（訂正書面） 

文書６２ 相被告県：準備書面（１４） 
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文書６３ 相被告県：文書提出命令申立てに対する意見書 

文書６４ 相被告県：文書提出命令申立てに対する意見書（２） 

文書６５ 相被告県：文書提出命令申立書（２）に対する意見書 

文書６６ 相被告県：文書提出命令申立書（１）に対する意見書（３） 

文書６７ 相被告県：文書提出命令申立書（２）に対する意見書（２） 

文書６８ 相被告県：文書提出命令申立書（１）に対する意見書（４） 

文書６９ 相被告県：文書提出命令申立書（２）に対する意見書（３） 

文書７０ 陳述書（平成２８年４月４日） 

文書７１ 相被告県：反論書 

文書７２ 相被告県：反論書（２） 

文書７３ 丙第１号証・写真撮影報告書 

文書７４ 丙第２号証・特定倉庫周辺の洪水状況 

文書７５ 丙第３号証・「特定都道府県警察５０年のあゆみ」抜粋 

文書７６ 丙第４号証・特定河川の主な洪水記録 

文書７７ 丙第５号証・浸水実績図 

文書７８ 丙第６号証・近年の特定河川における洪水状況 

文書７９ 丙第７号証・文書取扱いに関する訓令第２６条に規定する保存文

書台帳の様式等について 

文書８０ 丙第８号証・特定都道府県警察文書取扱いに関する訓令等の一部

改正について 

文書８１ 丙第９号証・特定都道府県警察文書取扱規程（昭和４６年本部訓

令第１１号） 

文書８２ 丙第１０号証・特定都道府県警察文書取扱規程の一部を改正する

訓令（昭和５８年本部訓令第２号） 

文書８３ 丙第１１号証・陳述書 

文書８４ 丙第１２号証・陳述書 

文書８５ 丙第１３号証・陳述書 

文書８６ 訴状 

文書８７ 文書送付嘱託申立書 

文書８８ 証拠の提出方法に関する要請書 

文書８９ 文書送付嘱託申立書（２） 

文書９０ 文書送付嘱託申立書（２）補充書 

文書９１ 原告第１準備書面 

文書９２ 原告第２準備書面 

文書９３ 文書送付嘱託申立書（２）補充書（２） 

文書９４ 原告第１及び第２準備書面の訂正 

文書９５ 文書送付嘱託申立取下書 

文書９６ 文書送付嘱託申立書（２）補充書（３） 
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文書９７ 原告第３準備書面 

文書９８ 原告第４準備書面 

文書９９ 文書送付嘱託申立書（３） 

文書１００ 原告求釈明申立書 

文書１０１ 原告第５準備書面 

文書１０２ 文書送付嘱託申立書（４） 

文書１０３ 原告第６準備書面 

文書１０４ 原告第６準備書面（別表・差替版・平成２６年６月１１日差

替） 

文書１０５ 原告第６準備書面（別表・差替版・平成２６年６月１６日差

替） 

文書１０６ 文書送付嘱託申立書（３）補充意見書 

文書１０７ 原告第７準備書面 

文書１０８ 原告第８準備書面 

文書１０９ 原告第９準備書面 

文書１１０ 文書送付嘱託書（４）補充意見書 

文書１１１ 原告第１０準備書面 

文書１１２ 原告第１１準備書面 

文書１１３ 原告第１２準備書面 

文書１１４ 原告第１３準備書面 

文書１１５ 原告第１４準備書面 

文書１１６ 原告第１５準備書面 

文書１１７ 原告求釈明回答書（２）に対する反論 

文書１１８ 原告第１６準備書面 

文書１１９ 原告第１７準備書面 

文書１２０ 証拠申出に対する意見書に対する反論 

文書１２１ 原告第１８準備書面 

文書１２２ 原告第１９準備書面 

文書１２３ 原告第２０準備書面 

文書１２４ 原告第２１準備書面 

文書１２５ 原告第２２準備書面 

文書１２６ 原告第２３準備書面 

文書１２７ 原告第２４準備書面 

文書１２８ 原告第２４準備書面（添付資料） 

文書１２９ 原告第２５準備書面 

文書１３０ 原告第２６準備書面 

文書１３１ 原告第２２準備書面の訂正申立書 

文書１３２ 原告第２７準備書面 
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文書１３３ 原告第２８準備書面 

文書１３４ 訴え変更の申立書 

文書１３５ 原告第２９準備書面 

文書１３６ 原告第３０準備書面 

文書１３７ 原告第３１準備書面 

文書１３８ 答弁書 

文書１３９ 被告国第１準備書面 

文書１４０ 文書送付嘱託の申立てに対する意見書 

文書１４１ 被告国第２準備書面 

文書１４２ 被告国第３準備書面 

文書１４３ 被告国第４準備書面 

文書１４４ 被告国第５準備書面 

文書１４５ 被告国第６準備書面 

文書１４６ 文書送付嘱託の申立て（３）に対する意見書 

文書１４７ 求釈明に対する回答書 

文書１４８ 文書送付嘱託の申立て（３）に対する意見書（２） 

文書１４９ 文書送付嘱託の申立て（４）に対する意見書 

文書１５０ 被告国第７準備書面 

文書１５１ 被告国第８準備書面 

文書１５２ 求釈明に対する回答書（２） 

文書１５３ 被告国第９準備書面 

文書１５４ 文書提出命令申立てに対する意見書 

文書１５５ 被告国第１０準備書面 

文書１５６ 証拠申出に対する意見書（平成２７年１０月２１日） 

文書１５７ 上申書（平成２９年３月２８日） 

文書１５８ 被告国第１１準備書面 

文書１５９ 被告国第１２準備書面 

文書１６０ 証拠申出に対する意見書（平成２９年１２月５日） 

文書１６１ 被告国第１３準備書面 

文書１６２ 被告国第１４準備書面 

文書１６３ 判決要旨（特定事件番号Ａ） 

文書１６４ 判決書（特定事件番号Ａ） 

文書１６５ 指定書，訴訟代理権消滅通知書（１審） 

文書１６６ 事務所住所変更届出書 

文書１６７ 文書提出命令申立書 

文書１６８ 文書提出命令申立書（２） 

文書１６９ 文書提出命令申立書（１）補充書 

文書１７０ 文書提出命令申立書（１）補充書（２） 
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文書１７１ 文書提出命令申立書（２）補充書（１） 

文書１７２ 文書提出命令申立書（１）補充書（３） 

文書１７３ 文書提出命令申立書（２）補充書（２） 

文書１７４ 文書提出命令の申立て（１）に対する意見書（２） 

文書１７５ 文書提出命令の申立て（２）に対する意見書 

文書１７６ 文書提出命令の申立て（２）に対する意見書（２） 

文書１７７ 決定書（文書提出命令申立事件） 

文書１７８ 原告抗告状 

文書１７９ 原告即時抗告理由書 

文書１８０ 原告抗告理由補充書 

文書１８１ 答弁書（抗告の理由に対する反論書） 

文書１８２ 抗告理由補充書（２） 

文書１８３ 求釈明申立書（平成２８年９月２１日） 

文書１８４ 被告県の反論書（２）に対する反論 

文書１８５ 求釈明申立書の補充書 

文書１８６ 被告国の抗告の理由に対する反論書（３） 

文書１８７ 即時抗告状 

文書１８８ 受付票 

文書１８９ 抗告理由書 

文書１９０ 意見書 

文書１９１ 意見書（２） 

文書１９２ 求釈明に対する回答書 

文書１９３ 決定書（文書提出命令申立却下等に対する抗告事件） 

文書１９４ 抗告許可申立書 

文書１９５ 抗告許可申立理由書 

文書１９６ 指定書（平成２９年３月１６日） 

文書１９７ 甲第Ｂ１５号証 

文書１９８ 甲第Ｂ４３号証 

文書１９９ 甲第Ｂ４６号証 

文書２００ 甲第Ｂ４７号証 

文書２０１ 甲第Ｂ５５号証 

文書２０２ 甲第Ｂ５６号証 

文書２０３ 甲第Ｂ５７号証 

文書２０４ 甲第Ｂ５８号証 

文書２０５ 甲第Ｂ５９号証 

文書２０６ 甲第Ｂ６３号証 

文書２０７ 甲第Ｂ６４号証 

文書２０８ 甲第Ｂ６５号証 
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文書２０９ 甲第Ｂ６６号証 

文書２１０ 甲第Ｂ６７号証 

文書２１１ 甲第Ｂ６８号証 

文書２１２ 甲第Ｂ６９号証 

文書２１３ 甲第Ｂ７０号証 

文書２１４ 甲第Ｂ７１号証 

文書２１５ 甲第Ｂ７２号証 

文書２１６ 甲第Ｂ７３号証 

文書２１７ 甲第Ｂ７４号証 

文書２１８ 甲第Ｂ７５号証 

文書２１９ 甲第Ｂ７６号証 

文書２２０ 甲第Ｂ７７号証 

文書２２１ 甲第Ｂ７８号証 

文書２２２ 甲第Ｂ７９号証 

文書２２３ 甲第Ｂ８０号証 

文書２２４ 甲第Ｂ８２号証 

文書２２５ 甲第Ｃ３号証 

文書２２６ 甲第Ｃ４号証 

文書２２７ 甲第Ｃ５号証 

文書２２８ 甲第Ｃ６号証 

文書２２９ 甲第Ｃ７号証 

文書２３０ 甲第Ｃ８号証 

文書２３１ 甲第Ｃ９号証 

文書２３２ 甲第Ｃ１０号証 

文書２３３ 甲第Ｃ１１号証 

文書２３４ 甲第Ｃ１２号証 

文書２３５ 甲第Ｃ１３号証 

文書２３６ 甲第Ｃ１４号証 

文書２３７ 甲第Ｃ１５号証 

文書２３８ 甲第Ｃ１６号証 

文書２３９ 甲第Ｃ１７号証 

文書２４０ 甲第Ｃ１８号証 

文書２４１ 甲第Ｃ１９号証 

文書２４２ 甲第Ｃ２０号証 

文書２４３ 甲第Ｃ２１号証 

文書２４４ 甲第Ｃ２２号証 

文書２４５ 甲第Ｃ２３号証 

文書２４６ 甲第Ｃ２４号証 



 20 

文書２４７ 甲第Ｃ２５号証 

文書２４８ 甲第Ｃ２６号証 

文書２４９ 甲第Ｃ２７号証 

文書２５０ 甲第Ｃ２８号証 

文書２５１ 甲第Ｃ２９号証 

文書２５２ 甲第Ｃ３０号証 

文書２５３ 甲第Ｃ３１号証 

文書２５４ 甲第Ｃ３２号証 

文書２５５ 甲第Ｃ３３号証 

文書２５６ 甲第Ｃ３４号証 

文書２５７ 甲第Ｃ３５号証 

文書２５８ 甲第Ｃ３６号証 

文書２５９ 甲第Ｃ３７号証 

文書２６０ 甲第Ｃ３８号証 

文書２６１ 甲第Ｃ３９号証 

文書２６２ 甲第Ｃ４０号証 

文書２６３ 甲第Ｃ４１号証 

文書２６４ 甲第Ｃ４２号証 

文書２６５ 甲第Ｃ４３号証 

文書２６６ 甲第Ｃ４４号証 

文書２６７ 甲第Ｃ４５号証 

文書２６８ 甲第Ｃ４６号証 

文書２６９ 甲第Ｃ４７号証 

文書２７０ 甲第Ｃ４８号証 

文書２７１ 甲第Ｃ４９号証 

文書２７２ 甲第Ｃ５０号証 

文書２７３ 甲第Ｃ５１号証 

文書２７４ 甲第Ｃ５２号証 

文書２７５ 甲第Ｃ５３号証 

文書２７６ 甲第Ｃ５４号証 

文書２７７ 甲第Ｃ５５号証 

文書２７８ 甲第Ｃ５６号証 

文書２７９ 甲第Ｃ５７号証 

文書２８０ 甲第Ｃ５８号証 

文書２８１ 甲第Ｃ５９号証 

文書２８２ 甲第Ｃ６０号証 

文書２８３ 甲第Ｃ６１号証 

文書２８４ 甲第Ｃ６２号証 
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文書２８５ 甲第Ｃ６３号証 

文書２８６ 甲第Ｃ６４号証 

文書２８７ 甲第Ｃ６５号証 

文書２８８ 甲第Ｃ６６号証 

文書２８９ 甲第Ｃ６７号証 

文書２９０ 甲第Ｃ６８号証 

文書２９１ 甲第Ｃ７１号証 

文書２９２ 甲第Ｃ７２号証 

文書２９３ 甲第Ｃ７３号証 

文書２９４ 甲第Ｃ７４号証 

文書２９５ 甲第Ｃ７５号証 

文書２９６ 甲第Ｃ７６号証 

文書２９７ 甲第Ｃ７８の１号証 

文書２９８ 甲第Ｃ７８の２号証 

文書２９９ 甲第Ｃ７８の３号証 

文書３００ 甲第Ｃ７８の４号証 

文書３０１ 甲第Ｃ７８の５号証 

文書３０２ 甲第Ｃ７８の６号証 

文書３０３ 乙第６３５号証 

文書３０４ 乙第６３６号証 

文書３０５ 乙第６３７号証 

文書３０６ 乙第６３８号証 

文書３０７ 乙第６３９号証 

文書３０８ 乙第６４０号証 

文書３０９ 乙第６４１号証 

文書３１０ 乙第６４２号証 

文書３１１ 乙第６４３号証 

文書３１２ 乙第６４４号証 

文書３１３ 乙第６４５号証 

文書３１４ 乙第６４６号証 

文書３１５ 乙第Ａ１号証 

文書３１６ 乙第Ａ２号証 

文書３１７ 乙第Ａ３号証 

文書３１８ 乙第Ａ４号証 

文書３１９ 乙第Ａ５号証 

文書３２０ 乙第Ａ６号証 

文書３２１ 乙第Ａ７号証 

文書３２２ 求釈明申立書（２０２０年（令和２年）３月１３日） 
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文書３２３ 一審原告控訴審第１準備書面 

文書３２４ 一審原告控訴審第２準備書面 

文書３２５ 一審原告控訴審第３準備書面 

文書３２６ 一審原告控訴審第４準備書面 

文書３２７ 一審原告控訴審第５準備書面 

文書３２８ 一審原告控訴審第６準備書面 

文書３２９ 上申書（令和２年４月３日） 

文書３３０ 回答書（被告） 

文書３３１ 事務連絡（被告） 

文書３３２ 第２準備書面 

文書３３３ 第３準備書面 

文書３３４ 相被告県：附帯控訴に対する答弁書 

文書３３５ 相被告県：上申書 

文書３３６ 相被告県：一審被告特定都道府県控訴審準備書面（１） 

文書３３７ 相被告県：一審被告特定都道府県控訴審準備書面（２） 

文書３３８ 控訴審判決要旨 

文書３３９ 控訴審判決書及び補充決定 

文書３４０ 指定書（令和２年４月２４日） 

文書３４１ 指定書（令和２年７月３日） 

文書３４２ 訴訟代理権消滅通知書（控訴審） 

文書３４３ 指定書（令和３年４月１３日） 
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別表１ 不開示部分並びに不開示理由及び根拠条文 

 

番

号 

不開示部分 理由 根 拠 条 文

（法５条） 

１ 一審原告等の個人の氏

名，経歴，収入及び刑

事事件番号，被害者の

住所及びその周辺の店

名，個人の身体的特徴

及び日記等の内容，非

常勤職員の氏名及び印

影，新聞社名等 

個人に関する情報であって，特

定の個人を識別することができ

るもの（他の情報と照合するこ

とにより，特定の個人を識別す

ることができることとなるもの

を含む。）又は特定の個人を識

別することはできないが，公に

することにより，なお個人の権

利利益を害するおそれがあるも

のであるため。 

１号 

２ 公にされていない訴訟

代理人事務所のＦＡＸ

番号，訴訟代理人の印

影，弁護団の収支明細

等 

法人その他の団体に関する情報

又は事業を営む個人の当該事業

に関する情報であって，公にす

ることにより，当該法人等又は

当該事業を営む個人の権利，競

争上の地位その他正当な利益を

害するおそれがあるものである

ため。 

２号イ 

３ 一部の指定代理人や刑

事事件の担当警察官及

び担当検察官の氏名並

びに特定都道府県警察

管理の倉庫の場所等に

関する情報 

公にすることにより，不当な要

求や攻撃等がされるおそれが高

まり，ひいては公共の安全と秩

序の維持に支障を及ぼすおそれ

がある情報であるため。 

４号 

４ 一般に公開されていな

い行政機関等の内線番

号，電話番号及びファ

ックス番号に関する情

報 

いずれも公開されていない国の

機関が行う事務に関する情報で

あって，公にすることにより，

国の事務の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあるものである

ため。 

６号柱書き 
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別表２ 開示すべき部分 

 

番号 文書名 

（別紙の２記載

の文書番号） 

通し頁 開示すべき不開示部分 

１ 文書２ １１３ １９行目及び２０行目の不開示

部分 

１２９ 「１０．２２捜報」及び「１

０．２２員面」の「供述の趣

旨」欄の各２行目左から３番目

及び各３行目左から１番目ない

し３番目の不開示部分 

「１１．１８検面」の「供述の

趣旨」欄の１行目左から３番目

及び２行目左から１番目の不開

示部分 

１３０ 「公判供述」の「供述の趣旨」

欄の２行目左から３番目及び３

行目左から１番目の不開示部分 

１３１ 「１０．２４捜報」の「供述の

趣旨」欄の２行目の不開示部分 

「１０．２４員面」の「供述の

趣旨」欄の４行目の不開示部分 

「１１．１６検面」の「供述の

趣旨」欄の２行目の不開示部分 

１３３ 「１０．２３員面」の「供述の

趣旨」欄の１行目の不開示部分 

「１１．２０検面」の「供述の

趣旨」欄の２行目の不開示部分 

１３４ 表内左側「員面１」の「供述内

容」欄の２行目左から３番目の

不開示部分 

表内左側「テープ１」の「供述

内容」欄の３行目の不開示部分 

１３８ 表内右側「員面６」の「供述内

容」欄の２行目の不開示部分 

１３９ 表内左側「員面１４」の「供述
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内容」欄の３行目左から１番目

の不開示部分 

１４２ 表内左側「員面１」の「供述内

容」欄の３行目左から１番目の

不開示部分 

文書９ ２７７  １０行目の不開示部分 

３７３ ９行目の不開示部分 

３８６ ２３行目の不開示部分 

文書４８ ６８９ １１行目左から１番目の不開示

部分 

７２０ １１行目左から２番目の不開示

部分 

７３２ ２３行目及び２６行目左から２

番目の不開示部分 

７３３ １０行目左から１番目及び１７

行目の不開示部分 

文書４９ ７９０ ２４行目の不開示部分 

７９６ ７行目左から２番目及び９行目

の不開示部分 

文書８６ １０９７ 表内左側「員面１」の「供述内

容」欄の２行目左から３番目の

不開示部分 

表内左側「テープ１」の「供述

内容」欄の３行目左から２番目

及び４行目の不開示部分 

１１０３ 表内左側「員面１４」の「供述

内容」欄の４行目の不開示部分 

１１０４ 表内左側「検面３」の「供述内

容」欄の４行目の不開示部分 

１１０７ 表内左側「員面１」の「供述内

容」欄の５行目左から１番目の

不開示部分 

文書９２ １２１５ ２４行目左から２番目の不開示

部分 

１２８８ ２１行目の不開示部分 

１２９９ １０行目左から２番目の不開示

部分 
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１３２４ ２６行目左から２番目の不開示

部分 

１３２５ １行目の不開示部分 

１３４４ ３行目，４行目左から１番目，

６行目左から１番目，７行目，

１６行目，１９行目左から２番

目及び２３行目の不開示部分 

１４３２ 

 

 

「１０．２２捜報」及び「１

０．２２員面」の「供述の趣

旨」欄の各２行目左から３番目

並びに各３行目左から１番目及

び２番目の不開示部分 

「１１．１８検面」の「供述の

趣旨」欄の１行目左から３番目

及び２行目左から１番目の不開

示部分 

１４３４ 「１０．２４捜報」の「供述の

趣旨」欄の２行目の不開示部分 

「１０．２４員面」の「供述の

趣旨」欄の４行目の不開示部分 

１４３５ 「１０．２３員面」の「供述の

趣旨」欄の１行目の不開示部分 

「１１．２０検面」の「供述の

趣旨」欄の２行目の不開示部分 

文書１０３ １６５０ 表内「備考」欄の１１枠目，１

７枠目の左から２番目，２１枠

目の２行目及び３４枠目の不開

示部分 

１６５１ 表内「備考」欄の４枠目の７行

目左から１番目の不開示部分 

文書１０４ １６５５ 表内「備考」欄の１１枠目，１

７枠目の左から２番目，２１枠

目の２行目及び３４枠目の不開

示部分 

１６５６ 表内「備考」欄の４枠目の７行

目左から１番目の不開示部分 

文書１０５ １６６０ 表内「備考」欄の１１枠目，１
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７枠目の左から２番目，２１枠

目の２行目及び３４枠目の不開

示部分 

１６６１ 表内「備考」欄の４枠目の７行

目左から１番目の不開示部分 

文書１０８ １６８３ ２４行目左から２番目の不開示

部分 

１６９２ ３行目左から１番目の不開示部

分 

文書１０９ １８２３ ５行目の不開示部分 

文書１１２ １８７７ 本文１６行目左から１番目及び

２番目，１８行目左から３番目

及び４番目並びに１９行目左か

ら１番目及び２番目の不開示部

分 

１８７８ 本文１６行目左から２番目及び

３番目，１９行目左から２番目

ないし４番目，２２行目左から

４番目，２３行目並びに２４行

目左から３番目及び４番目の不

開示部分 

文書１１４ １９１１ 本文１１行目左から２番目の不

開示部分 

文書１１８ ２００９ ２２行目，２３行目左から４番

目並びに２４行目左から１番目

及び２番目の不開示部分 

２０１０ １行目の不開示部分 

２０１７ ２６行目の不開示部分 

２０１８ １行目の不開示部分 

文書１２１ ２０４６ １３行目左から１番目及び１７

行目の不開示部分 

２０５６ 

 

 

左表内２列目８段目の枠内３行

目並びに１０段目及び１２段目

の各枠内２行目の左から１番目

の不開示部分 

右表内２列目５段目，９段目及

び１１段目の不開示部分 
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文書１３７ ２４３１ 本文５行目及び６行目の不開示

部分 

文書１４１ ２７０６ ２６行目左から２番目及び３番

目の不開示部分 

文書１４３ ２８５３ １８行目の不開示部分 

２８６４ ２３行目の不開示部分 

文書１５０ ２９７１ ４行目の不開示部分 

文書１６８ ３４６４ １７行目の不開示部分 

文書１８０ ３５９１ 本文６行目左から１番目の不開

示部分 

文書１９１ ３６９２ ５行目，１２行目，１７行目及

び１８行目並びに２３行目左か

ら１番目の不開示部分 

３６９３ ７行目の不開示部分 

文書２９４ ４０８６ １（１）本文１０行目の不開示

部分 

４０８７ 本文２行目の不開示部分 

４０９２ 本文２０行目左から２番目及び

２１行目の不開示部分 

４０９３ 本文１９行目の不開示部分 

４０９６ 本文１０行目左から２番目の不

開示部分 

文書２９５ ４１１５ 本文６行目左から３番目及び４

番目の不開示部分 

文書２９６ ４１２５ 本文１９行目，３１行目左から

２番目及び３３行目の左から２

番目の不開示部分 

文書３３９ ４７７２ １３行目の不開示部分 

２ 文書２ ４１ ２６行目の不開示部分 

１３０ 「１０．２２捜報」の「供述の

趣旨」欄の３行目の不開示部分 

「１０．２２員面」の「供述の

趣旨」欄の１行目の不開示部分 

１３５ 表内右側「員面３」の「供述内

容」欄３行目の不開示部分 

文書１２ ４６３ 本文１行目左から２番目の不開

示部分 
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文書３８ ５８４ 表内「乙４８０」の「作成者

（肩書き）」欄の不開示部分 

文書４８ ７１２ ３行目左から２番目の不開示部

分 

７１４ ２２行目及び２４行目左から２

番目の不開示部分 

７３９ ２２行目の不開示部分 

文書５２ ８２４ ５行目の不開示部分 

文書５３ ８３０ ２６行目の不開示部分 

文書８６ １００１ ４行目左から２番目の不開示部

分 

１０１１ 上部枠内の不開示部分のうち，

右側の上から４番目を除く不開

示部分の全て 

１０２０ ７行目の不開示部分の全て 

１０２１ １８行目左から２番目の不開示

部分 

１０２８ ２行目の不開示部分 

１０９８ 表内右側「員面３」の「供述内

容」欄の３行目の不開示部分 

表内右側「検面４」の「供述内

容」欄の８行目の不開示部分 

文書９２ １２１５ １１行目の不開示部分の全て 

１２８２ １８行目及び２６行目の不開示

部分 

１２９９ １２行目左から２番目及び２３

行目左から２番目の不開示部分 

１３００ ８行目左から２番目の不開示部

分 

１３５２ １７行目の不開示部分 

１３７４ １行目の不開示部分 

１３７７ ２４行目左から２番目の不開示

部分 

１３９１ ５行目左から３番目の不開示部

分 

１４３３ 「１０．２２捜報」の「供述の

趣旨」欄の３行目の不開示部分 
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「１０．２２員面」の「供述の

趣旨」欄の１行目の不開示部分 

文書９７ １４６０ １０行目，１４行目及び２０行

目の不開示部分 

１４６１ ２行目及び３行目の不開示部分 

１４６２ １１行目左から２番目の不開示

部分 

１４６９ １１行目，１７行目及び１８行

目並びに１９行目左から１番目

の不開示部分 

１４７６ １０行目の不開示部分 

文書９８ １４９１ 本文２１行目左から２番目の不

開示部分 

文書１０１ １５６０ 本文１１行目の不開示部分 

１５６７ 本文４行目の不開示部分 

１５７０ 本文１９行目の不開示部分 

１５８２ 本文１７行目左から２番目の不

開示部分 

文書１０２ １６２７ 表内「８」の左から３列目の枠

内２行目左から１番目の不開示

部分 

文書１０８ １７２５ ２５行目左から２番目の不開示

部分 

文書１１２ １８６７ 本文２２行目の不開示部分 

文書１１４ １９５０ 本文１４行目左から１番目の不

開示部分 

文書１２６ ２１８６ ２行目の不開示部分 

文書１３８ ２４６６ ２４行目左から２番目及び２５

行目の不開示部分 

２５２４ １７行目の不開示部分 

文書１３９ ２５５６ １４行目左から１番目の不開示

部分 

２５９０ ２０行目の不開示部分 

文書１４３ ２８７１ ２３行目左から２番目の不開示

部分 

文書１５０ ２９７１ １４行目の不開示部分 

文書１５１ ２９９４ １６行目の不開示部分 
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文書１６４ ３２１０ １０行目及び１７行目の不開示

部分 

３２２６ １０行目の不開示部分 

３３１２ ２２行目の不開示部分 

３３１３ ４行目の不開示部分 

３３２３ １６行目左から２番目及び２３

行目左から２番目の不開示部分 

文書１６８ ３４６２ １行目の不開示部分 

文書１７７ ３５３５ 「理由」第１の１の１行目左か

ら２番目の不開示部分 

文書１７９ ３５６９ １４行目左から１番目の不開示

部分 

文書１９３ ３７０５ 「理由」第１の１の１行目左か

ら２番目の不開示部分 

文書１９５ ３７２２ ５行目左から２番目の不開示部

分 

文書２９４ ４０８８ 本文１行目ないし５行目の不開

示部分の全て 

文書２９６ ４１２４ 本文９行目左から１番目の不開

示部分 

文書３２４ ４５５４ 本文２６行目左から２番目の不

開示部分 

文書３２５ ４５７４ 本文１２行目の不開示部分 

文書３３８ ４７３２ ４行目の不開示部分（そのうち

左から２９文字目及び３０文字

目に限る。） 

文書３３９ ４７５２ ９行目及び１０行目の不開示部

分（１０行目の不開示部分につ

いては，そのうち左から１文字

目及び２文字目に限る。） 

４７６４ １６行目左から１番目の不開示

部分 

４７７２ １７行目の不開示部分 

４７９０ ２１行目の不開示部分（そのう

ち左から５文字目ないし１４文

字目に限る。） 
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４７９１ １２行目の不開示部分（そのう

ち左から５文字目ないし１４文

字目に限る。） 

４８２９ 不開示部分の全て 

 


